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１．はじめに
現在の社会福祉は地域・在宅福祉中心といわれてお
り、そのための基盤としての地域社会、コミュニティ
の形成が不可欠であるとされている。かつて高田眞治
はこれらの方向性に関する課題について、地域福祉に
おいてコミュニティをどうとらえるのか、どのような
理念を据えるのか、そして社会福祉の方法、ソーシャ
ルワークとしてどのように進めていくのか（高田　
2003：5）と提示した。
そのような中、少子高齢化とともに、個人が直面す
る生活問題は多様化、不可視化し、それにしたがい
従来以上に総合的なソーシャルワークの活用が要請さ
れるようになっている。とりわけ脆弱した地域コミュ
ニティにおいて要援護者を受け入れる環境づくりをす
るなどの必要性が重要になっている（加山　2017：5）。
しかしながら、理論上で強調されるようなソーシャル
ワークの統合的活用には課題を残す場合も多く、個別
支援と地域支援の連動性とバランスを改善していくこ
とが課題である。またメゾ、マクロ・レベルのソーシャ
ルワークとしては、地域組織化（当事者や一般住民の
組織化や小地域ネットワーク活動）、社会資源の連絡・
調整の他、個別支援の発見・対応に比重を置くように
なった半面、ミクロ・メソッドにやや偏重しがちであ
ることが問題の誘因なのではないか（加山　2017：11）
とも指摘されている。
そこで本稿では、脆弱した地域コミュニティにおい
て要援護者を受け入れる環境づくりを形成していく上
で、これまでの日本における「地域組織化」の議論が
どのように展開されたのかという点を考えるにあたり、
コミュニティ・オーガニゼーションについて検討を図
ることとする。なぜなら、見守り活動など地域を全体
として（いわゆる「丸ごと」の問題として）とらえよ
うという取り組みが全国的に注目されているなか、具
体的な個人について個別的に焦点を当てていくだけで
はなく、マスとしての不特定多数の住民がどのように
これらの問題に関わっていくのかという視点が、今後
ますます重要な課題だと思われるからである。
２．コミュニティ・オーガニゼー
ション理論の発展
わが国では、1930年代からコミュニティ・オーガニ
ゼーション（以下　CO）の理論や実践が紹介され始め
たが、戦前のCOの紹介はわずかなものであった。戦後
から1950年代までの地域福祉活動は、貧困地域対策と
しての隣保館活動など一部に限られており、また初期
のCOは住民参加の必要性がほとんど問題とされていな
かった（山口　1995：220）。つまり、この当時、実際
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に組織化が進んだのは地域住民の組織化ではなく、社
会福祉関係者の組織化であり、それは「コミュニティ・
オーガニゼーションが、民主主義と自主的住民参加を
その前提としているにもかかわらず、当時のわが国に
おいてはそのような土壌はまだ形成されていなかった
ことが、その要因の一つとしてあげられる」（同上）と
いう特徴からであろう。
高田によれば、ソーシャルワークとは、個人とその
人を取り巻く社会環境との間の相互作用を構成する社
会環境との間の相互作用を構成する社会関係に焦点を
あてた活動によって、単独または集団内の個人の社会
的機能を強化するものであった。さらにソーシャルワー
クは、この「個人と社会環境との相互作用」を援助す
るために、社会環境との関係における個人の内的変化、
個人に影響を与える社会環境の変化、そして相互作用
における個人及び社会環境双方の変化を促進すること
である。1
一方、ソーシャルワークにおいて「するもの」「され
るもの」という二元的な捉え方からこのよう関係のあ
りようの見直しがなされている2のも実態である。
その中でCOは、地域に顕在・潜在する諸問題を、住
民の主体性や問題解決力を中心に、地域に存するフォー
マル、インフォーマル資源の動員、開発などといった
組織化活動によって解決・解消に向かわせようとする
専門技術として知られている（加山　2010：81）。日本
では主として米国のソーシャルワーク理論からCOを導
入し、とりわけ我が国の社会福祉協議会は結成の段階
からCOを活動の基礎理論として採用してきたが、昨今、
地域における住民間の紐帯の脆弱化などさまざまな課
題が生じ、COの今日的な意味づけが問い直されている。
また小平によれば、そもそも社会福祉協議会はCO理
論に基づき分野を限定せず、地域内の各種社会福祉活
動の調整、社会資源の開発動員、各種福祉関係団体の
1	 高田眞治（2003）『社会福祉内発的発展論』,	ミネルヴァ書房	140頁
2	 高田眞治（2003）『社会福祉内発的発展論』,	ミネルヴァ書房		5頁
目標達成の支援といった間接的・側面的援助を担う組
織として創設したものであったが、1980年代以降から
在宅福祉サービスなどの直接的援助を担うようになり、
次第に行政の委託事業や各種福祉・介護サービスが事
業の大部分を占めるようになってきている。現在にお
いては、社協創設時の基本理念に立ち返ること（小平
　2017：260）も述べており、COについて改めて検討
する必要性があるのではないだろうか。
そもそも本来のCOとはどのように捉えられているの
か。マレー・G・ロス（Murray	G.Ross）によるCOの
理論は、草創期の社会福祉協議会の活動の理論的基盤
として日本でも広く知られている。一方で我が国にお
いては、社会福祉とその関連領域である公衆衛生、社
会教育、さらに各種住民運動等といった分野において、
COとそれに類似した実践と理論の研究が行われている
にも関わらず、ソーシャルワークに関連づけたCO理論
にほぼ限定されていたという見方もある。
しかしながら、ロスのCO理論は、地域社会の全体的
調和を目指すものとして理解されている点から、まず
は『コミュニティ・オーガニゼーション統合仮説―マ
レ ・ーG・ロスとの対話』に触れることとする。ここでは、
住民の主体形成とCOの関係が検討されているが、住民
の主体性を論じるにあたりロスの思想にはリベラリズ
ムの影響があることがわかる。ロスは、ここでいうリ
ベラリズムとは、個人の権利を尊重するとともに、よ
り民主的な共同社会を形成すること、その形成にあたっ
て市民は一定の役割を果たすことが必要である（山口
　2010：43）と考えている。ここで市民の役割に着目
をしてみると、ロスの考える主体性をもった市民とは、
自主独立し自律的に活動する人間としての住民、社会
の主権者として社会的な権利と義務を遂行し行動する
住民、さらに、積極的に社会に参加し働きかける住民
である。さらにロスが述べるに、多くの住民の関心事は、
コミュニティにおける生活問題とその問題解決、問題
解決の結果としての生活の改善であり、これを先程の
リベラリズムの観点から捉えると、そうした住民が関
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心を広げ、問題解決プロセスへの住民の参加を通して、
民主的・主体的な人間として成長するということが期
待されている（山口　2010：44）。
では、これらの議論の中でCOをどのように位置づけ
て捉えていく必要があるのだろうか。ロスはCOについ
て、「コミュニティのなかで協同的・協力的な態度と実
践をそだてる過程を意味すべき」（山口　2010：49）と
述べており、COを一つの協同的な実践へと向かう「過
程」と捉えている点が１つの特徴であろう。現代の地
域社会が抱える課題と合わせて考えた際に、例えば社
会福祉協議会で作成されている地域福祉活動計画の評
価の視点に、タスクゴール、プロセスゴール、リレーショ
ンシップゴールというものがあるが、その中でもでき
るだけ多くの住民の参画を促ししていく「過程」に着
目するプロセスゴールの重要性もロスの内容から検討
することができるだろう。
これまで日本におけるCOの代表的な研究者として、
岡村重夫や牧賢一が挙げられるが、岡村は上記のM.G.ロ
スの定義を自分のもっとも近い定義であると紹介して
いる（小林1976：40）。
その他、代表的な研究者として竹内愛二は『コミュ
ニティオーガニゼーションの技術』の中で、COと民主
主義化の関係性ついて言及しているのだが、そこに現
代の地域社会にある課題を捉える一つの考え方がある
ように思える。それは地域の中にある支配的な構造を
変革しようとした点、つまり本来のCOは民主的手続き
をとる必要があり、俗にいうボス的なものであっては
ならないということを述べており、地域の支配構造に
ついての認識を促しているのだろう。さらにCOを、生
活上の切実な問題を解決するとともに、人間として最
も重要性を持つ「社会的要求」即ち人間の相互関係を
円満に展開することに対する要求を充足するためのも
の（竹内　1953：46）として位置づけている。
また、なぜCOはなさねばならないのかとう問いに対
しては、COの根本理念は、人間は集団によって、自分
一人では解決できない問題を、他の人々と協同で、即
ち集団をつくって解決するものであるという、人間の
本性に基づいてなされるものであると捉えている。
近年の状況をみると、地域における住民のニーズや
課題が多様化する中で、行政や福祉関係の専門機関・
専門職員、インフォーマルな地域組織、地域住民などが、
協議し連携して問題解決に立ち向かうことは有効では
あるが、その協議自体のあり方が難しくなってきてい
る（小平　2017：260）という実態がある。たとえば阿
部彩（2012）は、日本では他者とつながりがほとんど
ない状況にいる人が驚くべき割合でいること、困った
ときにサポートを得られる人がいない「社会サポート
の欠如」の状況にある人が少なからずいること、そして、
「友人、同僚、社会団体の人」と一緒に過ごすことがあ
る割合は、OECD諸国の中で最悪のレベルであることを
指摘している。また舛田らの地域の見守り活動に携わ
る住民組織を対象とした調査研究によると、地域では、
地区組織間の連携や横のつながりが弱いことによる活
動の困難さや資源の不足があり、特に見守りの担い手
や支え手が十分育成されておらず、後継者不足に課題
があること（舛田ら　2011：1046）も示されている。
だがこうした実情がある一方で、実際の政策レベル
では、「我が事・丸ごと」施策のような住民同士のつな
がりに過度に期待しているような面も見られる。たし
かに、「住民たちが主体的となって地域社会の全体的調
和を目指していく」ためには、何らかの「つながり」
が必要であることは明らかである。しかし現実の地域
社会では、「住民同士のつながりに過度の期待」を寄せ
ることが困難になっている実情が存在しているのであ
る。
前述したように戦後のはじめの段階で、きちんとCO
の理論が住民たちに馴染まなかった土台を有する我が
国においては、地域社会をめぐるこうした今日的な問
題構造にも目を向けななければならないだろう。
住民同士のつながりに過度の期待をすることの問題
性。他方で「住民たちが主体的に地域社会の全体的調
和を目指していく」ためには、何らかの「つながり」
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が必要になるだろうという現実。こうしたなか、今日
的な観点から、あらためてCO本来の理念を具現化する
ような地域活動を支えていくための住民同士の新たな
「つながり」の形を探求していく必要があるといえよう。
そこで次に、そうした観点からの考察の一助として、
「弱い紐帯」の議論を紹介することにしたい。
３．紐帯の捉え方
最近ではインターネットの普及に伴う、ヴァーチャ
ル空間で形成される社会関係の拡大との関連で、弱い
紐帯理論に注目が集まっている。この代表的な理論化
としてマーク・グラノヴェター（Mark	S.Granovetter）
が挙げられる。この弱い紐帯論文の最大のポイントは、
私たちを取り巻く社会関係を「強い」紐帯と「弱い」
紐帯に分類した。そして「推移性」と「局所ブリッジ」
という概念を用いながら、社会統合には弱い紐帯の方
が機能的優位性を持つ点を描き出したところにある。
我々が取り結ぶ人間関係のうち、頻繁に時間を共有し、
親しみを感じる親友や家族が強い紐帯であり、ごくた
まにしか顔をあわせない関係性の薄い知人が弱い紐帯
と捉えている（大岡　2016：155）。グラノヴェダーは、
弱い紐帯とコミュニティの組織化については、弱い紐
帯を個人がコミュニティの統合されるうえで、不可欠
のものと捉えている。
宮元らは、このグラノヴェターの理論をコミュニティ
の議論において「周縁性を生かす」という視点から分
析している。例えば、転職のような社会的移動の推進力
となるのは、人と人との弱い結びつきであるとしてい
るが、同質な者どうしの強い結びつけでは、流通する
情報も既知のものである可能性が高いとしている。そ
の上で、グラノヴェターの理論をもとに、このような
ネットワークを橋渡しする個人は、集団の周縁にいる
ことを指摘したリンに着目をし、「周縁にいる立場」と
いう弱さは、コミュニティを開くという強さにもなり
うる（宮元ら　2013：7）と述べている。さらに宮元らは、
現代のコミュニティにおける「故郷喪失」という状況は、
人々を周辺的な位置に追いやってしまい、地域と言う
「場所」の変容と同時に、人々が周辺化されている状況
を言及しており、そのような中でかつての村落共同体
のような強固な紐帯を復活させることではなく、一定
のゆるやかさを持つ「弱い紐帯」を生かすこと（同上）
に着目している。
この事は、これから新たな地域の組織化という点を
考えていく際の重要な視点になっていくのではないだ
ろうか。地域の組織化の議論の中で、地域の支配構造
や上記のような紐帯の性質の変容の中で、どのように
地域の中で多様な関係を生かした住民の組織化が求め
られていくのか。それには、地域の課題を自分達の課
題として取り組んでいく前提として、ゆるやかな住民
の主体性、ゆるやかなつながりをどのように位置付け
ていくのかといったこれらの視点が今後の地域住民の
組織化の中で問われているのではないだろうか。
野沢慎司が、ゆるやかなつながりの意味について、
このように述べていた。
従来、重要な絆と言えば、基本的に「地縁」と「血縁」
を指していた。これまで頼りになっていたはずの地縁
（近隣）と血縁が弱体化し、孤立した個人が増加してい
るという文脈において「無縁社会」という言葉が使わ
れている。そこでは、居住地近隣の集団があり、それ
に埋め込まれている状態にない人たちは孤立している
とみなされやすい。これを、連帯した集団か、さもな
くば孤立かという二者択一的な理解の仕方と捉えてい
る。しかしながら、現代は人生の重要な出来事に出会
うタイミングや内容は多様化し、予定調和的にやって
くるのではない。予期せず訪れる傾向の中で、社会的
な制度・組織・個人とのつながりが鍵になっている（野
沢　2012：22）。
そこで野沢は、「ゆるやかなつながりとしての地縁、
血縁」という観点から、災害、急病など緊急事態の際
に頼りになるのは近隣世帯の人たちであるが必ずしも
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親密な強い関係である必要はなく、弱い紐帯があるこ
とが重要であり、ゆるやかなつながりの範囲を拡げる
努力をしておく必要性を述べている。そして、これま
での地縁・血縁の捉え方に対して「私たちは、地縁・
血縁を強い絆の源泉であるとみなす先入観に囚われす
ぎて、ゆるやかな形成の場としての地縁・血縁の意義
を過小評価してきたのかもしれない」（野沢　2012：
24）と分析している。
誰もが置き去りにされない地域社会を目指す上で、
地域の組織化という点を考えていく際に、現代の多様
な生活スタイルを有する多様な地域住民が、前述した
居住地近隣の団体に埋め込まれている状態にない人た
ちは孤立的というような捉え方に対して、多様な世代
の人たちがどのようにゆるやかなつながりを感じられ
る場をつくっていくのか。住民が主体的に課題を解決
していくためには、このような「ゆるやかな関係性」
をどうつなげていくのか、そのつながり方の問いにつ
いて、今後ますます考えていかなければならない事柄
の一つなのではないだろうか。
４．おわりに
かつてリッチモンドが、われわれが与えられた機会、
外部からの一時的な衝撃に対応していけなくなったり、
あるいは取り返しのつかない喪失を受けたりしてわれ
われの世界に適応できなくなってしまうことが、一度
ならずすでに誰もおこってきているし、またいつ、誰
にでも起こるかもしれないであろう。社会の構造がもっ
と複雑になり、個人がもっと高度に組織化されるよう
になればなるほど、このような状況の下では、再適応
の課題はもっと微妙になってくる（メアリー・E・リッ
チモンド　1991：79）と述べていた。一度自分が所属
していた地域や組織から離れてしまうと、そこには多
くの壁が生じてしまう可能性も生じてくるだろう。
近年、「居場所」という言葉が注目をされている。
「居場所」とは、単に雨や風をしのげるといった物理
的な意味だけで重要なのではない。「居場所」は、社
会の中で存在が認められることを示す第一歩（阿部　
2011：119）として捉えられている。なぜ、「居場所」
に注目が集まるのか。大規模な集合住宅や宅地造成
により、新規に居住を始めた住民が大多数となった結
果、これまでの自治会や町内会への参加率が低調とな
り、地域のつながりの希薄化が進んでいることが指摘
されているが、従来のつながり方とは異なるつながり
方に人々が注目をしている所以であろう。
最後に改めて、脆弱した地域コミュニティにおいて
要援護者を受けいれる環境づくりを形成していく上で、
見守り活動など地域を全体としてとらえていこうとす
る際、住民の主体性をどのように育んでいくのか、そ
の中で住民達のゆるやかな関係性をどのように豊かな
ものにしていけるのか、今後の検討課題になっていく
と考える。本稿では、その一環としてコミュニティ・オー
ガニゼーションと紐帯の議論に着目した。次段階とし
て、これら紐帯の議論に関する歴史的検証も踏まえつ
つ、住民組織の役割について考察を深めていきたい。
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